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浪江町で農業を
営みたい 10.3%

浪江町でもう
農業はしない
　 42.7%

判断がつかない
　 　42.4%

無回答 4.7%
 

規模拡大
15.8%規模縮小

13.9%

被災前と同規模
66.7%

無回答 3.6%
 

将来の浪江町での営農（回答者1,605名中）5 6

将来の浪江町での営農
（区域別）

7 8

避難指示解除準備区域  
（津波被災地区）

避難指示解除準備区域  
（津波被災地区以外）

居住制限区域

帰還困難区域

避難指示解除準備区域  
（津波被災地区）

避難指示解除準備区域  
（津波被災地区以外）

居住制限区域

帰還困難区域

8.2％8.2％ 3.5％3.5％14.7％14.7％ 34.2％34.2％ 39.4％39.4％ 1.3％1.3％ 3.9％3.9％81.8％81.8％ 13.0％13.0％

2.8％2.8％ 2.8％2.8％61.8％61.8％ 32.5％32.5％

5.5％5.5％ 1.6％1.6％59.6％59.6％ 33.3％33.3％

6.1％6.1％ 3.6％3.6％55.4％55.4％ 34.9％34.9％

23.2％23.2％ 2.4％2.4％14.6％14.6％ 18.3％18.3％ 41.5％41.5％

21.2％21.2％ 1.0％1.0％15.7％15.7％ 14.9％14.9％ 47.1％47.1％

22.5％22.5％ 1.6％1.6％7.7％7.7％ 20.9％20.9％ 47.3％47.3％

浪江町での将来の営農規模
（農業を営みたいと回答した方165名中）

浪江町の農地の権利について
（回答者のうち、農地所有者1,411名中）

浪江町の農地の権利について（区域別）

他の用途への利用について
（回答者のうち、農地所有者1,411名中）

無回答 75名

判断がつかない 680名

浪江町でもう
農業はしない 685名

浪江町で農業
を営みたい 165名

無回答 40名

判断がつかない 428名

農地以外に
利用可 879名

農地として
利用したい 64名

無回答 26名

判断がつかない 634名

売りたい 290名

貸したい 181名

継続所有したい

■継続所有したい　■貸したい　■売りたい　■判断がつかない　■無回答

避難指示解除準備区域  
（津波被災地区）

避難指示解除準備区域  
（津波被災地区以外）

居住制限区域

帰還困難区域

11.5％：被災前と同じ土地で再開の見通しが立つなら農業を営みたい

■浪江町で農業を営みたい

■浪江町でもう農業はしない

■判断がつかない　

■無回答

他の用途への利用について（区域別）
■農地として利用したい　■農地以外に利用可　■判断がつかない　■無回答

280名

規模拡大

被災前と同規模

規模縮小

無回答

26名

110名

23名

6名

継続所有
したい
19.8%

貸したい
12.8%

売りたい
20.6%

判断がつかない
44.9%

判断がつかない
30.3%

農地以外に
利用可  62.3%

無回答 1.8%
 

無回答 2.8%
 

農地として利用したい 4.5%

4.2％4.2％ 5.8％5.8％57.9％57.9％ 32.0％32.0％

10.1％10.1％ 5.8％5.8％36.7％36.7％ 47.5％47.5％

10.3％10.3％ 4.6％4.6％39.5％39.5％ 45.6％45.6％

13.4％13.4％ 3.6％3.6％41.7％41.7％ 41.3％41.3％

農業者意向調査の結果をお知らせします
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調査の
概要

■実施主体　浪 江 町
■調査対象　2,530名　①町民の方で、浪江町内に農地を所有している方
　　　　　　　　　　　②町民の方で、震災時に浪江町内に農地を借り受けていた方
■調査時期　平成25年11月15日発送～平成26年1月6日回収分まで反映
■調査方法　郵送法・記名方式　■回 収 数　1,605名　■回 収 率　63.4％

30代以下 1.4%

30代以下

40代 5.4%

無回答
14.0%

避難先等での再開は
考えていない
90.2%

いない
64.1%

60代
 34.1%

70代
 21.7%

50代
 23.3%

兼業農家
 50.3%

自家消費のみ
 26.6%

非従事
11.7%

80代以上
14.0%

1 農業の後継者の年齢（回答者1,605名中）2

被災前の農業形態（回答者1,605名中）3 現在の再開状況（回答者1,605名中）4

専業農家 8.2%

20代以下 3.6%

30代 6.0%

40代 5.1%

50代 5.6%

60代以上 1.6%

法人等 0.3% 避難先等で再開済み 2.6%

避難先等で今後再開を検討 4.0%
無回答 2.8%
 

無回答 3.3%
 

8.2％ 3.5％14.7％ 34.2％ 39.4％ 1.3％ 3.9％81.8％ 13.0％

2.8％ 2.8％61.8％ 32.5％

5.5％ 1.6％59.6％ 33.3％

6.1％ 3.6％55.4％ 34.9％

23.2％ 2.4％14.6％ 18.3％ 41.5％

21.2％ 1.0％15.7％ 14.9％ 47.1％

22.5％ 1.6％7.7％ 20.9％ 47.3％

40代

50代

60代

70代

80代以上

23名

87名

374名

548名

349名

224名

無回答 53名

避難先等での再開
は考えていない 1,447名

避難先等で今後
再開を検討 64名

避難先等で
再開済み 41名

20代以下

30代

40代

50代

60代以上

いない

58名

96名

82名

90名

25名

1,029名

無回答 225名

主たる農業従事者の年齢（回答者1,605名中）

4.2％ 5.8％57.9％ 32.0％

10.1％ 5.8％36.7％ 47.5％

10.3％ 4.6％39.5％ 45.6％

13.4％ 3.6％41.7％ 41.3％

法人等

専業農家

兼業農家

自家消費のみ

非従事

無回答

5名

132名

808名

427名

188名

45名

産業・賠償対策課産業再生係　　0243（62）0167

平成25年11月に実施しました農業者意向調査にご協力いただき、ありがとうございました。

このたび、速報として調査結果をまとめましたのでお知らせします。さらに詳細な集計結果につ

いてはまとまり次第、町ホームページ等で公表していく予定です。今後、この調査結果を活用し、

農地の保全を行うとともに営農再開に向けた取り組みを進めてまいります。

また、回答者の26.7％（428名）の方から、自由記載欄にご意見等をお寄せいただきました。町

の農業再生に向けては、皆さまからのご意見を尊重し取り組んでまいります。

なお、意向調査で回答いただいた内容に関連し、ご協力をお願いするために、町から連絡をとら

せていただく場合もあります。

町としては、できるだけ多くの農業者の皆さまの、町の農業に対するご意向を確認したいところ

ですので、調査票をまだ提出されていない方は、早めにご提出いただきますようお願いします。

農業者意向調査農業者意向調査の結果結果をお知らせします知らせします農業者意向調査の結果をお知らせします
速報
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保全作業に
協力してもよい
　14.5%

自己農地だけは
自ら保全したい
　16.4%

保全管理を他者に
依頼したい　61.4%

無回答 7.8%
 

作業に協力可
37.3%

参加は困難
59.9%

無回答 2.9%
 

参加したい 11.2%

参加できない
49.1%

検討中
37.3%

無回答 2.4%
 

避難指示解除準備区域  
（津波被災地区）

避難指示解除準備区域  
（津波被災地区以外）

居住制限区域

帰還困難区域

10.0％10.0％ 10.0％10.0％4.6％4.6％ 75.3％75.3％

15.1％15.1％ 9.7％9.7％14.4％14.4％ 60.8％60.8％

15.3％15.3％ 4.8％4.8％18.5％18.5％ 61.4％61.4％

15.4％15.4％ 8.9％8.9％21.1％21.1％ 54.5％54.5％

除染後の農地管理（区域別）
■保全作業に協力してもよい　■自己農地だけは自ら保全したい

■保全管理を他者に依頼したい　■無回答

保全作業に協力してもよい

自己農地だけは自ら保全したい

保全管理を他者に依頼したい

無回答

232名

263名

985名

125名

作業に協力可

参加は困難

無回答

598名

961名

46名

参加できない

検討中

無回答

788名

参加したい 180名

598名

39名

除染後の農地管理（回答者1,605名中）9

除染後の町内環境整備活動（回答者1,605名中）10 農業者の意見交換会（回答者1,605名中）11

期待する支援策・施策（回答者1,605名中、複数回答）12

試験栽培・モニタリング・放射性物質の影響確認 47.3％

風評被害対策・買い取り補償・販路の確保 37.1％（595名）

大柿ダム・水利施設等の早期復旧 32.6％（524名）

集落営農組織や農業法人等の新組織の立ち上げ 29.4％（472名）

有害鳥獣対策のための電気柵設置・捕獲隊活動 22.9％（367名）

農業用機械等の購入支援 20.9％（336名）

バイオマス・花き等の非食用作物の栽培指導 16.0％（256名）

園芸用施設・植物工場等の設置 14.1％（226名）

津波被災地の除塩・土壌改良 12.8％（206名）

ほ場整備による農地の大区画化 12.0％（192名）

その他・自由記載 11.7％（187名）

（759名）
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